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013/11/15 作成 
1． 実績の検証 

評価設問 
必要な情報・データ（指標） 情報源・指標の入手手段 データ収集方法 

大項目 小項目 
上位目標

達成の見

込み 

ベトナムでのゴム生産量

増加・環境負荷低減対策

技術開発⇒気候変動への

貢献 

1． ゴム生産量増加・環境負荷低減対策

技術開発の推移 
2． 気候変動への貢献の状況 

・ モニタリング・年間報告

書の確認 
・ ベ国側・日本側研究・研

究成果の実用にかかる各

機関からの情報 
・ 当初計画と今回調査結果

の比較 
 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

プロジェ

クト目標

の達成見

込み 

① 天然ゴムの高性能化、

高機能化、用途の拡大を

もたらすナノテクノロジ

ー技術および生産排水・

廃木の効率的処理と利用

による炭素循環の基盤技

術が開発される。 
② 天然ゴムに関する先進

産業を支える人材および

生物資源の持続可能な高

度利用に資する人材が育

成される。  

1. ナノテクノロジー技術および生産

排水・廃木の効率的処理と利用によ

る炭素循環の基盤技術が開発の推

移、実用数、研究開発達成事項 
2. 天然ゴムに関する先進産業を支え

る人材および生物資源の持続可能

な高度利用に資する人材の育成状

況（大学、研究機関） 

・ 関連組織の活動年次報告

書・モニタリング報告書 
・ ベ国側・日本側研究・研

究成果の実用にかかる各

機関からの情報 
・ 当帆計画と今回調査結果

の比較 
 

聞取り・質問票・

質問票調査 
 

アウトプ

ットの達

成状況 

アウトプット 1： 
新規天然ゴム評価法の開

発 

現在までの進捗、達成事項、今後の活動

計画、活動実施上の課題 
      

 

・ ベ国側・日本側研究・研

究成果の実用にかかる各

機関からの情報 
・ 各活動計画書および報告

書・モニタリング報告書 
・ 当初計画と今回調査結果

の比較 
 
 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

アウトプット 2： 
高性能ゴムの開発 
アウトプット 3： 
新規高機能ポリマーの開

発 
アウトプット４： 
ゴム廃木からの次世代バ

イオ燃料生産技術の開発 
アウトプット 5： 
資源回収型廃水処理技術

の開発 

ベトナム

側の投入

実績 

人材 ・ カウンターパートの配置（人数、専

門性、配置の変遷等） 
・ R/D、（年次）活動報告書

専門家、C/P 
 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

施設・建物 ・ 専門家の活動に必要な事務所スペー

ス及び施設 

実施・管理等の費用：ロ

ーカルコスト負担 
・ C/P 活動費用や事務所維持管理にか

かる光熱費、通信費等の拠出 
日本側の

投入実績 
専門家の派遣・配置 ・ 長期専門家：派遣分野、人数・回数・

期間等 
・ R/D、詳細計画策定調査報

告書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P 
 

文献・聞取り・質

問票調査 
 ・ 短期専門家：派遣分野、人数・回数・

期間等 
経費：ローカルコスト負

担 
・ 金額、内容、タイミング 

機材供与 ・ 内容、数量、時期、 

本邦研修 ・ 内容、人数、時期 
第三国・国内等の研修・

ワークショップ 
・ 研修内容・開催時期、参加者、成果の

評価等 
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2．実施プロセス 
評価設問 

必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

活動実施状

況 
活動は計画通りに実施

されたか 
・ 実施時期 
・ 達成度・進捗状況 
・ 進捗に影響を与えた問題・制約要因

等 

・ （年次）活動報告書、専

門家、C/P 
文献・聞取り・質

問票・質問票調査

プロジェク

トの実施体

制 

マネジメント体制は適

切に機能しているか 
・ 意思決定の方法（必要な関係者が含

まれているか、適切なタイミングで

行われているか等） 
・ 指示系統とそれが機能しているか 

・ （年次）活動報告書、専

門家、C/P、JICA ベトナ

ム事務所 

文献・聞取り・質

問票調査 

関係者間のコミュニケ

ーションは適切にとら

れているか 

・ 情報交換/コミュニケーションの方

法・頻度（JCC、進捗報告、定例会議

等各種会合の開催実績） 
・ 共有された情報の内容等 

・ 詳細設計報告書、（年次）

活動報告書、JCC 議事録、

専門家、C/P 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

実施機関や C/P のオー

ナーシップは十分か 
・ C/P や活動参加者の参加度 
・ 投入実績 
・ べ国側担当事項の実施状況、活動主

体性への意思 
・ 課題や制約要因 

・ 詳細計画策定調査報告

書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P 

文献・聞取り・質

問票調査 

プロジェクトの進捗モ

ニタリングは適切に行

われているか 

・ モニタリングの方法・頻度 
・ モニタリング結果が関係者間で共有

され次の活動に活かされてきている

か 

・ （年次）活動報告書、専

門家、C/P、JICA ベトナ

ム事務所 

文献・聞取り・質

問票調査 

技術移転の

方法 
技術移転の達成目標・手

法が明確か、方法に問題

はないか 

・ C/P に対する技術移転の達成目標、手

法、達成状況、満足度、課題 
・ 詳細設計報告書、（年次）

活動報告書、専門家、C/P 
文献・聞取り・質

問票・質問票調査

 
人材の配置

状況 
配置されている専門家

は適切な人材か、十分に

活動に従事しているか 

・ 専門家人材の専門性等の適切性 
・ プロジェクト活動の方法・派遣の頻

度、現地活動での内容・課題等 
・ 専門家間での役割分担 
・ 制約要因 

・ 詳細設計報告書（年次）

活動報告書、専門家、C/P 
文献・聞取り・質

問票・質問票調査

配置されている C/P は

適切な人材か、十分に活

動に従事しているか 

・ C/P 人材の人数、専門性等の適切性 
・ プロジェクト活動への参加方法・頻

度 
・ 制約要因 

・ 詳細設計報告書、（年次）

活動報告書、専門家、C/P 
文献・聞取り・質

問票・質問票調査

ターゲット

グループや

関係組織の

参加度・認識 

ベ国側関係者はプロジ

ェクトの活動に十分に

参加しているか 

・ 住民グループ、各関係者の活動への

参加方法・頻度 
・ 参加実績 
・ 活動上の課題等 

・ 詳細計画策定調査報告

書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P、研究成果の

応用にかかる機関 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

PDM の改訂 PDM/計画の改訂は適切

なプロセスで行われた

か 

・ PDM 作成・計画策定のプロセス 
・ 改訂内容 
・ 関係者の理解度 

・ 詳細計画策定調査報告

書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P、JICA ベト

ナム事務所、JCC の協議

議事録 

文献・聞取り・質

問票調査 

当初の目的や現状に鑑

みた適切な活動・目標等

の修正がなされたか 

・ 現行の PDM のプロ目の指標・成果の

指標(目標値を含む）の適切さ 
・ 計画された活動、投入など内容は適

切か 

・ 詳細計画策定調査報告

書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P、JICA ベト

ナム事務所、JCC の協議

議事録 

文献・聞取り・質

問票調査 

その他、実施

過程で生じ

ている問題、

効果発現に

影響を与え

た要因等 

・ 終了時評価調査以降、

現時点までに何らか

の課題が生じている

か 
・ 生じた課題に対して

どのように対処して

いるか 

・ 計画された活動の実施状況・インパ

クト等 
・ 課題の現状・課題への対処状況 
・ 今後の活動への影響や見通し 

・ 詳細計画策定調査報告

書、（年次）活動報告書、

専門家、C/P 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査
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3．評価 5 項目 
評

価

項

目 

評価設問 

必要な情報・データ 情報源 データ収集方法 
大項目 小項目 

妥
当
性 

必要性・ 
 

プロジェクトはベ国の

対象分野のニーズに合

致しているか、詳細設計

調査で確認された必要

性の状況に変更はない

か 
 
ベ国の開発政策との整

合性はあるか 

・ ベ国の国家計画・政策、分野政策、

分野のニーズや最新の動向・課題 
・ べ国の社会経済開発計画や政策と

の整合性に変化がないか 
・ 同国の農村・農業開発、コミュニテ

ィ開発の最新の政策・計画と整合し

ているか 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

 

日本の ODA 政策、外務

省の国別援助方針、

JICA の同国国支援実施

計画との整合性はある

か 

・ 日本の援助政策/国別援助計画との

整合性 
・ JICA の同国国支援実施計画との整

合性 
 

・ 対ベトナム国別援

助計画 

手段として

の適切性 
 

プロジェクトの内容・デ

ザイン・アプローチは開

発課題に効果を生む手

段として適切か 

・ プロジェクトの内容・デザイン・ア

プローチの適切性 
・ 当初計画からの変更  (変更の適切

性）と変更後の達成の検証 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P 
 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

 

ターゲットグループの

選定は適切かつ十分で

あったか 

・ 対象ターゲットの選定にかかる当初

計画からの変更と変更後の達成の検

証 
日本の技術の優位性 ・ 日本の経験・蓄積・技術の活用・移

転状況 
その他 政府による関連事業、他

ドナー・NGO によるプ

ロジェクト、他の JICA
事業等との連携・デマケ

は明確に示されている

か、相乗効果が生じてい

るか 

・ 政府のその他の取り組み 
・ 他ドナー・NGO による事業 
・ JICA の他案件と本件との関連性 
・ 他ドナーや他案件との連携による活

動の実施状況 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P、該当する他ド

ナー・NGO・ JICA
事業の関連文書・活

動内容 
 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

プロジェクト開始後、プ

ロジェクトを取り巻く

環境（制度・政策面、社

会・経済動向等）の変化

はないか 

・ 実施機関の組織変革 
・ プロジェクトの位置付けの変化 
・ 他ドナー・NGO による類似プロジェ

クトの開始の有無 
・ 社会・経済状況の変化等 

有
効
性
（
予
測
） 

プロジェク

ト目標の達

成見込み 

プロジェクト目標は達

成が見込まれるか、その

貢献要因は何か 

・ 実績の検証結果 
・ 専門家、C/P 等の関係者の意見 
 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、
C/P 

・ 実績の検証結果 
 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

プロジェクト目標達成

を阻害する要因・リスク

は何か 
アウトプッ

トとプロジ

ェクト目標

達成の因果

関係 

アウトプットはプロジ

ェクト目標を達成する

ために十分か 
アウトプットからプロ

ジェクト目標に至るま

での外部条件は現時点

でも正しいか、外部条件

の影響がみられるか 

・ ベ国側のプロジェクト実施方針に転

換がないかどうか 
・ 転換があればその背景・課題等 
 

プロジェクト目標達成

のための新たな外部条

件があるか 

・ 新たな外部条件の有無 
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4 
 

効
率
性 

アウトプッ

トの産出 
アウトプットの産出状

況は適切か。その貢献要

因はなにか。 

・ 実績の検証結果 
・ 専門家、C/P 等の関係者の意見 
 
 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P 
・ 実績の検証結果実

績の検証結果 
・ 実施プロセスの分

析結果 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

アウトプットを産出す

るために十分な活動で

あったか 

活動とアウ

トプット産

出の因果関

係 

活動からアウトプット

に至るまでの外部条件

は現時点においても正

しいか、外部条件の影響

はあったか 

・ 外部条件の有無、妥当性 
・ 新たな外部条件の有無 

 

・ 詳細設計報告書、詳

細計画策定調査報

告書、（年次）活動

報告書、専門家、C/P 
・ 実績の検証結果 

文献・聞取り・質

問票調査 
 

活動からアウトプット

に至るまでの外部条件

は現時点においても正

しいか、外部条件の影響

はあったか 
アウトプット達成のた

めの新たな外部条件が

あるか 
投入のタイ

ミ ン グ ・

質・量 

活動を行うために過不

足ない量・質の投入が、

適切なタイミングで供

給されたか 

・ 主な投入がアウトプットの産出に直

接結びついているか 
・ 上記に問題がある場合の要因・リス

ク 
費用対効果 コストに見合うアウト

プットが産出されてい

るか 

・ 類似プロジェクトと比較してアウト

プットや目標の達成が見込めるか 

イ
ン
パ
ク
ト
（
見
込
み
） 

上位目標達

成の見込み 
プロジェクトの効果と

して上位目標の発現が

見込まれるか。上位目標

の達成を阻害する要因

があるか 

・ 事後の評価でプロジェクトの効果と

して上位目標達成が見込めるか 
・ 上位目標の達成を阻害する要因の有

無 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P 
 

文献・聞取り・質

問票・質問票調査

 

上位目標とプロジェク

ト目標は乖離していな

いか 

・ 対象分野での経験・成果が今後に普

及・発展するために必要な体制（人

材・技術・制度・予算等）の見込み

上位目標と

プロジェク

ト目標の因

果関係 

プロジェクト目標から

上位目標に至るまでの

外部条件は現時点にお

いても正しいか、外部条

件の影響はあったか 

・ 外部条件の有無、妥当性 
・ 新たな外部条件の有無 

 

プロジェクト目標から

上位目標に至るまでの

新たな外部条件がある

か 
上位目標以外の正負の

インパクトが見込まれ

るか 

・ 政策の策定、法律・制度・基準や実

用への影響の有無 

波及効果・

効果の持続

性の有無 

上位目標以外の正負の

インパクトが見込まれ

るか 
プロジェクトが目指し

ている効果はプロジェ

クト終了後も持続する

ことが見込めるか 

・ 対象ターゲット、分野動向、実用へ

の影響の有無 
・ 自然環境、ジェンダー、人権、貧富

等の社会階層間格差の軽減等の社

会・文化的側面への影響の有無 
・ 総合的な要因分析の結果 

自
立
発
展

性
（
見
込

政策・制度

面 
政策支援・関連規制・法

制度の整備 
・ 今後、政策支援、関連規制、法制度

は整備される予定はあるか 
・ 研究開発成果の広がり、実用化を支

援する取組はあるか 

・ 詳細計画策定調査

報告書、（年次）活

動報告書、専門家、

C/P、実用化にかか

文献・聞取り・質

問票質問票調査 
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5 
 

技術面 技術移転の受容性 
 

・ 技術レベル、社会・組織慣習面で受

容されつつあるか 
る機関・企業からの

情報 

資機材の維持管理は適

正にお粉われているか 
・ 資機材の活用度 
・ 維持管理の頻度や状況 
・ 管理要員の配置 

実施機関により成果の

普及・実用化へのメカニ

ズムはプロジェクトに

取り込まれているか、そ

の持続は可能か 

・ 成果の普及、波及、実用化のメカニ

ズムの有無 
・ 成果普及・波及、実用化への持続の

可能性の検証 

組織・財政

麺 
協力終了後も効果を継

続するための組織能力

はあるか 

・ 組織体制・人員配置、意思決定プロ

セス等 
 

研究開発、実用化に必要

な予算が確保されてい

るか、予算措置は十分か 

・ 研究開発、実用化に必要な予算が確

保されているか、予算措置は十分か

 

実施機関のオーナーシ

ップは確保されつつあ

るか 

・ ベ国側のプロジェクト実施、また今

後の行政支援や技術開発・発展にか

かるオーナーシップは十分に確保さ

れているか 
環境社会配

慮からみた

持続性 

環境面 ・ 環境への負の影響は活動を継続する

うえで支障とならないか 
社会的弱者への配慮 ・女性、貧困層、社会的弱者への配慮

不足が持続的効果を妨げていないか
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